
○ 学校、家庭、地域の三者が連携し、役割分担しながら、学校における授業、地域における多様な学習や体験活動の機会の充実などに
取り組むことにより、土曜日の教育環境を豊かなものにすることが必要。そのための方策の一つとして、平成２５年１１月に学校教育法
施行規則の改正を行い、設置者の判断により、土曜授業を行うことが可能であることをより明確化したところ。

○ 今後、質の高い土曜授業の実施のための支援策や地域における多様な学習、文化やスポーツ、体験活動など様々な活動の促進の
ための支援策を講じることにより、子供たちにとってより豊かで有意義な土曜日を実現する。

土曜日の教育活動推進プラン
背景・意義

土曜授業を実施した
学校数

土曜授業を実施
した学校の割合

小学校 1,801校 8.8%

中学校 966校 9.9%

高等学校 142校 3.8%

（参考）土曜日等の教育活動の実施状況

○公立学校における土曜授業の実施状況

※平成24年度実績

平成26年度予算案のポイント

① 土曜授業推進事業 （1億円）

② 地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等
構築事業 （13億円）

学校における質の高い土曜授業を推進するため、効果的なカリキュラムの開発、特
別非常勤講師や外部人材、民間事業者等の活用を支援するとともに、その成果を普
及。

（想定される取組の例）
総合的な学習の時間、英語教育、道徳、キャリア教育、科学実験教室、
補充学習・発展的学習 等

・全国約35地域（約175校程度）をモデル地域として指定し、月１回程度、土曜日ならではの特性を
生かし、質の高い土曜授業を実施するため、カリキュラム開発や特別非常勤講師の報酬、外部人
材の謝金・旅費、民間事業者の活用等を支援（委託費での実施を想定）
・国における検証会議の開催、事例集の作成等

体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施できるコーディネーターや多様な経験
や技能を持つ土曜教育推進員を配置し、土曜日の教育支援体制等の構築を図る。

土曜日に年間約10日程度の多様な教育プログラムを実施するためのコーディネーターと土曜教育
推進員の謝金及び教材費 （補助率：1/3）
（小学校：約3,000校区、中学校：約1,500校区、高等学校等：約350校区）

○学校支援地域本部を活用した土曜日等の学習支援の
実施状況

※平成25年度交付決定ベース

学校支援地域本部を
設置している学校の
割合

うち土曜日等の学習
支援を実施している
割合

小・中学校 約28％ 約15％



地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業

すべての子供たちの土曜日の教育活動の充実のため、地域の多様な経験や技能を持つ人材・企業等の協力
により、土曜日に体系的・継続的な教育プログラムを企画・実施する取組を支援し、教育支援体制等の構築を図る。

◆地域の多様な経験や技能を持つ人材をコーディネートし、土曜日ならではの活きたプログラムを実現！

～実践例～

★算数・数学
エンジニアによる
使える算数・数学講座

★理科：
研究者による科学実験教室

★社会
公務員による活きた政治経済学習

★外国語：
在外経験者による英会話

★総合学習
企業との協働による商品
開発・キャリア教育

◆土曜日の教育支援体制の仕組み◆
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・運営委員会を設置
（学校・経済団体・商工会・PTA・社会教育団体等で構成）

・土曜日の教育活動全体の方針を検討

依頼要望

企画・参画

・教科に関連した体系的・継続的な
教育プログラムの企画

・内容に応じた多様な支援人材の
発掘・依頼

・具体的なプログラムの検討 等

連携

社会を生き抜く力を培う
土曜日ならではのプログラムの実践

※教育課程に位置づけることも可

＜教員とのTTによる数学＞

＜市民講師による英会話＞

※公民館等で教え方を学習

市町村

＜各学校区＞

平成26年度予定額：１3億円（新規）＜生涯学習政策局社会教育課＞

［うち新しい日本のための優先課題推進枠：１3億円］
国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

【補助率】


